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前号では、林野火災の現状をお伝えしましたが、今回お知らせするのは土砂災害の発生リスク

に備え大船渡土木センターが実施している「災害関連緊急砂防事業」、通称「災関」についてです。

「災関」ってなあに？！
○ 林野火災災害に対して、被害の拡大を防ぐために緊急的に砂防施設を整備する国の補助事業です。
最も重要なポイントは「災害が起きた後の豪雨などで二次災害が起きる前に、急いで砂防施設をつくる（補強する）」
という目的で実施されるものです。

【実施できる条件は？】
①林野火災の影響で山腹の土砂が不安定になっている。
②放置すると土石流などが発生する危険が高い。
③人家・公共施設への被害のおそれがある。
④工事にかかる費用が3,000万円以上。

【何をするの？】
今回の場合は、林野火災の影響で土砂が崩れやすく、また、保水力を失った山から、大雨によって発生が懸念
される土石流を食い止めるため、避難所がある場所の上流側の沢へコンクリ－トで堰（せき）をつくります！

～おたよりに関するお問い合わせ先～

沿岸広域振興局土木部大船渡土木センター

林野火災対策砂防チーム

【電話】0192-27-9934

【E-mail】BG0005@pref.iwate.jp

携帯 ・スマートフォン

からはこちら
【 次 回 】

「災関事業どこで

やってる？！」

をお送りいたします。

「今すぐ対策
しないと危ない場所」
限定の制度

「災関」実施箇所の選定経緯は？

それじゃ、災関を実施しない

ところはどうなるの？

大丈夫です。

「災関」が実施されなかった避難所を
有する「土砂災害警戒区域」については、
引き続き林野火災の影響による土砂災
害が発生する危険性などを再整理し、
対策工の必要性について今後も検討を
進めていくことととしています。

１ 航空写真による被災範囲の確認 ２ 人による被災境界の確認

火災により樹木や地表の草が燃えて地表

があらわになっていることがわかります。

３ 保全対象施設の確認

令和７年３月９日の鎮圧宣言直後から飛行機を飛ばして火災範囲の
状況写真を撮影しました。これに衛星画像や既存の航空測量データなど
と照らし合わせながら火災のあった概ねの範囲を抽出していきました。

航空写真では判断がつかなかった部分は、山林へ人員を派遣し、
延焼状況調査を実施して被害範囲を確定させました。

火災被害のあった「土砂災害警戒区域」のうち、下流側に避難所などが
ある箇所で、すぐに工事の着工が可能と判断した３箇所で新設堰堤を、
２箇所で既存堰堤の土砂除去と補強を実施することとしました。


